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第１０期東京都生涯学習審議会 第１回全体会 

会議次第 

 

１ 開会 

２ 地域教育支援部長挨拶 

３ 説明事項 

  東京都生涯学習審議会の概要について 

４ 会長及び副会長の選出 

５ 議事 

 (1) 東京都における生涯学習・社会教育施策の現状 

   ① 地域教育支援部における社会教育事業の取組の現状 

   ② 第１０期生涯審における審議の枠組みについて 

 (2) 社会教育関係団体に対する補助金について 

 (3) その他 

６ 補助金部会の設置 

７ 今後の予定 

８ 閉会 

 

【配布資料】 

 資料１    第１０期東京都生涯学習審議会委員名簿 

 資料２    生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律（抄） 

 資料３    東京都生涯学習審議会条例 

 資料４    社会教育法（抄） 

 資料５    東京都生涯学習審議会による過去の答申等 

 資料６－１  地域教育推進ネットワーク東京都協議会の概要 

 資料６－２  学校支援ボランティア推進協議会事業の概要 

 資料６－３  地域未来塾の概要 

 資料６－４  放課後子供教室推進事業の概要 

 資料６－５  都立高校生の社会的・職業的自立支援教育プログラム事業の概要 
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 資料６－６  都立学校「自立支援チーム」派遣事業の概要 

 資料７    第１０期東京都生涯学習審議会における審議の枠組みについて 

 資料８    平成２９年度社会教育関係団体に対する補助金交付要綱 

 資料９    東京都社会教育行政基本資料集〔４０〕 
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第１０期東京都生涯学習審議会第１回全体会 

 

平成２９年７月２５日（火） 

開会：午後２時３１分 

 

 

【生涯学習課長】  お二方遅れられるということでございますけれども、定刻になりま

したので、ただいまから第１０期東京都生涯学習審議会、第１回全体会を開催させていた

だきます。 

 私は、当審議会の事務局を務めさせていただきます、教育庁地域教育支援部生涯学習課

長の大木と申します。どうぞよろしくお願いいたします。後ほど会長を選任していただき

ますけれども、それまでの間、私が会の進行を務めさせていただきたいと存じます。 

 皆様方におかれましては、第１０期東京都生涯学習審議会の委員をお引き受けいただき

まして、誠にありがとうございます。本来ですと、委員御就任の発令通知書をこの場でお

一人お一人にお渡しするところでございますけれども、時間の都合もございますので、大

変恐縮ではございますが、机上に置かせていただきました。御了承賜りたいと存じます。 

 それでは、次に委員の皆様を御紹介させていただきたいと存じます。委員の皆様には、

入り口に向かって右から五十音順に御着席をいただいております。資料１の順に御紹介さ

せていただきたいと存じます。 

 一番最初の小山田委員でございますけれども、遅れていらっしゃるということでござい

ます。 

 続きまして、今野 雅裕委員でございます。 

【今野委員】  今野でございます。よろしくお願いします。 

【生涯学習課長】  坂田 篤委員でございます。 

【坂田委員】  坂田でございます。よろしくお願いいたします。 

【生涯学習課長】  次に、笹井委員でございますが、こちらも遅れていらっしゃるとい

うことでございます。 

 土屋 佳子委員でございます。 

【土屋委員】  土屋でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 
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【生涯学習課長】  中島 豊委員でございます。 

【中島委員】  中島でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

【生涯学習課長】  蟇田 薫委員でございます。 

【蟇田委員】  蟇田でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

【生涯学習課長】  堀部 伸二委員でございます。 

【堀部委員】  堀部でございます。どうぞよろしくお願いします。 

【生涯学習課長】  横井 葉子委員でございます。 

【横井委員】  横井でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

【生涯学習課長】  松倉 由紀委員でございますが、本日は御欠席でございます。 

 委員の紹介は以上でございます。 

 続きまして、都側の出席者の紹介をさせていただきます。 

 まず、地域教育支援部長の安部でございます。 

【地域教育支援部長】  安部と申します。よろしくお願いいたします。 

【生涯学習課長】  地域教育支援部管理課長の清水でございます。 

【管理課長】  清水でございます。よろしくお願いいたします。 

【生涯学習課長】  地域教育支援部主任指導主事の南でございます。 

【主任指導主事】  南でございます。よろしくお願いいたします。 

【生涯学習課長】  地域教育支援部主任社会教育主事の梶野でございます。 

【主任社会教育主事】  梶野と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

【生涯学習課長】  そして進行役を務めさせていただきます、生涯学習課長の大木でご

ざいます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、第１０期東京都生涯学習審議会の発足に当たりまして、東京都教育委員会を

代表いたしまして、地域教育支援部長の安部から御挨拶申し上げます。 

【地域教育支援部長】  第１０期東京都生涯学習審議会の発足に当たり、私の方から一

言、御挨拶を申し上げます。 

 皆様御多用の中、この第１０期東京都生涯学習審議会の委員をお引き受けいただきまし

て、誠にありがとうございます。心より御礼申し上げます。また、本日は酷暑の中、都庁

まで足をお運びいただきまして、本当にありがとうございます。 

 この生涯学習審議会では、これまでも地域と学校の連携ということを軸に据えて、様々

な施策を御提言いただいてまいりました。また第９期の審議会では、都立学校における不
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登校・中途退学対策事業である自立支援チーム派遣事業等、教育行政における先導的な取

組について、御提言を頂いているところでございます。 

 現在、国を含めまして、これからの学校の在り方については、様々な議論が行われてい

るところでございます。平成２７年１２月に出されました中央教育審議会のチームとして

の学校の在り方に関する答申であるとか、学校と地域の連携・協働の在り方に関する答申、

そうしたものを皮切りに、様々な学校の在り方について議論がなされるようになっており

ます。 

 そして、今年度に至りましては、国においても教員の働き方改革というところで、迅速

かつ的確な対応を検討するということで、今、中央教育審議会の方で、そちらの方の議論

をされているという状況にあります。 

 その一方で、平成３２年度から順次導入される新学習指導要領、これはあらかた考え方

が出ておりますが、そういったところで社会に開かれた教育課程を実現していこうという

ことで、これについての課題、それへの対応等、多くの課題が今、私ども教育行政に求め

られているところでございます。 

 都におきましても、今年１月に小池知事と教育委員会の協議を経て、東京都教育施策大

綱が策定され、また本年２月には、東京都におけるチームとしての学校の在り方検討委員

会報告も出されております。 

 そして今現在、都におきましても、教員の働き方については、これを変えていかなくて

はいけないという議論がなされておりまして、今年度中に、これは仮称でありますけれど

も、「教員の働き方改革プラン」といったものを打ち出していこうではないかということで

ございます。 

 こうした、様々な学校をめぐる課題、教育改革の流れに対しましては、共通して言われ

ていることが、社会教育―言い換えれば、企業やＮＰＯを含めた、広い意味での地域か

らの教育支援をもっと学校に入れていこうという観点、こういった観点が必ず入っており

ます。 

 そうした観点から、今回、既に都においては地域教育推進ネットワーク東京都協議会を

はじめとする、様々な施策をこれまで立案してきているのですが、もう一度、現状と課題

を分析して、今後どういった形で展開していくのが望ましいのかというところにつき、施

策を再構築していくことが求められていると私どもは考えております。 

 今期の審議会では、こうした観点から、御審議を頂ける方々にお集まりいただいており



-8- 

 

ます。皆様に活発な御審議をいただけるよう、事務局一同力を尽くして参りますので、ど

うぞよろしくお願いいたします。 

 これから２年間、どうぞよろしくお願いいたします。 

【生涯学習課長】  それでは、次に、配布資料の確認をさせていただきたいと思います。 

 まず、机上に、次第、座席表がございます。続きまして、右上に資料番号を記しており

ます資料でございます。符号１から９までございます。 

 まず、資料１「第１０期東京都生涯学習審議会委員名簿」でございます。 

 資料２「生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律（抄）」でござい

ます。 

 資料３「東京都生涯学習審議会条例」でございます。 

 資料４「社会教育法（抄）」でございます。 

 資料５「東京都生涯学習審議会による過去の答申等」でございます。 

 資料６－１「地域教育推進ネットワーク東京都協議会の概要」でございます。 

 資料６－２「学校支援ボランティア推進協議会事業の概要」でございます。 

 資料６－３「地域未来塾の概要」でございます。 

 資料６－４「放課後子供教室推進事業の概要」でございます。 

 資料６－５「都立高校生の社会的・職業的自立支援教育プログラム事業の概要」でござ

います。 

 資料６－６「都立学校「自立支援チーム」派遣事業の概要」でございます。 

 資料７ 「第１０期東京都生涯学習審議会における審議の枠組みについて」でございます。 

 資料８「平成２９年度社会教育関係団体に対する補助金交付要綱」となっております。 

 最後、資料９「東京都社会教育行政基本資料集〔４０〕」でございます。 

 以上でございます。過不足等ございましたら、おっしゃっていただければと存じます。 

 それでは、次第の３「東京都生涯学習審議会について」に移らせていただきます。 

 本審議会について、まず御説明をさせていただきます。主任社会教育主事の方から説明

を申し上げます。 

【主任社会教育主事】  それでは、私の方から説明させていただきます。お手元の資料

２、資料３、資料４を併せて御参照ください。 

 まず、東京都生涯学習審議会の設置根拠等について御説明申し上げます。 

 資料２を御覧いただけますでしょうか。 
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 本審議会の法的根拠は、生涯学習の振興のための施策の推進体制等の整備に関する法律、

略称して生涯学習振興法と言いますけれども、そちらの第１０条に規定されております。

第１０条の条文を抜粋しておりますが、第１項に、「都道府県に、都道府県生涯学習審議会

を置くことができる」とあることを踏まえて、東京都は条例を制定し、東京都生涯学習審

議会を設置しているという経緯がございます。 

 続きまして、資料３を御覧いただけますでしょうか。 

 こちらが、東京都生涯学習審議会条例というものでございます。簡単に説明しますが、

第１条では、本審議会の設置ということになりますが、本審議会は「東京における生涯学

習の振興に関し、長期的な展望に立って、広い視野から検討するために」設置するものと

いうふうにございます。 

 所掌事項が第２条に書かれております。一つ目は「東京都教育委員会又は東京都知事の

諮問による都民の生涯学習に資するための施策の総合的な推進に関する重要事項の調査審

議」でございます。二つ目は「社会教育法第１３条に規定する東京都が行う社会教育関係

団体に対する補助金の交付に関する事項の調査審議」でございます。ここが、大きく所掌

事項の二つということになっております。 

 続いて、資料４、その社会教育法第１３条の規定というものが紹介されております。社

会教育法（抄）にありますように、地方公共団体が社会教育関係団体に補助金を支出する

場合には、社会教育委員の会議の意見を聴くことになっており、社会教育委員を置かない

場合には代替の審議会の意見を聴くということになっております。 

 東京都では、社会教育法に基づいた東京都社会教育委員の会議というものを持っていた

のですが、平成２６年３月３１日付けで、生涯学習審議会と統合いたしました。よって、

社会教育関係団体の補助金の交付については、本生涯学習審議会の所掌事項に位置付けた

という経緯がございます。 

 申し訳ありません。もう一度、資料３にお戻りいただけますでしょうか。 

 続きまして、委員の任期についてでございます。第５条を御覧ください。委員の任期に

つきましては、生涯学習審議会条例第５条に基づきまして「委員の任期は、二年」と規定

しております。皆様方の今期の任期としては、平成２９年７月１８日から平成３１年７月

１７日までという形になります。 

 続きまして、第６条を御覧ください。第６条にございますように、会長、副会長を置く

となっておりますが、会長、副会長の選任に関しては、委員の皆様の互選によって行うと
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いうことになっておりますので、後ほどこの点については皆様方にお諮りしたいというふ

うに考えております。 

 運営に関しましては、条例第７条、第２項、第３項ですから、次のページになりますが、

第２項、第３項にありますように、審議会は、委員の半数以上の出席が必要だということ

になります。委員の議事については、出席された委員の過半数で決定するというふうに書

いてございます。 

 最後になりますけれども、東京都では、各種審議会の運営では、個人情報を取り扱う等、

法や条例で規定されている場合を除き、原則公開するという方針でございます。この審議

会も、その方針に基づきまして、基本的に公開という形で進めさせていただきます。 

 また、それに伴い、議事録に関しても公開させていただくという形になります。各委員

の御発言、名前も明記しながらの議事録公開という形になりますので、御了承いただけた

らと思います。 

 説明は以上です。 

【生涯学習課長】  ただいまの説明につきまして、御質問等ありますでしょうか。よろ

しゅうございますでしょうか。 

 質問がないようでしたら、議事の方に移りたいと存じますが、ただいま笹井委員が御到

着になりましたので、御紹介申し上げます。 

 改めて、笹井 宏益委員でございます。 

【笹井委員】  笹井です。どうぞよろしくお願いします。 

【生涯学習課長】  ありがとうございました。 

 それでは、次第４に移りまして、会長、副会長の選出をお願いしたいと存じます。 

 会長の選出につきましては、先ほど御説明いたしました条例第６条に基づきまして、委

員の皆様方で互選をしていただくこととなってございます。どなたかいらっしゃいますで

しょうか。 

【土屋委員】  御推薦申し上げたい方がいらっしゃいます。 

 前期の委員・副会長であり、生涯学習の専門家でもあります今野委員を御推薦したいと

思うのですが、いかがでしょうか。 

【生涯学習課長】  御推薦ありがとうございます。 

 ただいま、土屋委員から今野委員が御推薦されました。皆様、いかがでしょうか。 

（拍手） 
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【生涯学習課長】  それでは、皆様に御賛同いただけましたので、今野委員に本審議会

の会長をお引き受けいただきたいと存じますが、今野委員、いかがでしょうか。 

【今野委員】  分かりました。 

【生涯学習課長】  よろしくお願いいたします。ありがとうございます。 

 それでは、今野会長、会長席の方へお移りいただきたいと存じます。 

（今野会長、会長席へ移動） 

【生涯学習課長】  それでは、ここからは今野会長に議事進行をお願いしたいと思いま

す。どうぞよろしくお願いいたします。 

【今野会長】  今野でございます。これから会長として議事を進行させていただきます

ので、よろしくお願いいたします。 

 それでは、まず、副会長を選出する必要がございます。副会長につきましても、条例に

よりまして、委員の互選ということになっております。 

 皆様方から御推薦はございますか。 

 それでは、私の方から、東京都のチーム学校の在り方検討委員会をはじめ、都の生涯学

習・社会教育行政にも精通しておられる笹井委員を副会長にお願いしたいと考えます。い

かがでしょうか。 

（拍手） 

【今野会長】  ありがとうございます。皆さんの御同意を頂きました。笹井委員を副会

長にお願いしたいと思います。笹井委員、よろしいでしょうか。 

【笹井委員】  分かりました。 

（笹井副会長、副会長席へ移動） 

【今野会長】  続きまして、本審議会を始める前に、皆様に御説明しておきたいことが

ございます。東京都では、種々の審議会を原則公開していこうという方針を掲げておりま

す。議事録に関しても公開となりますので、あらかじめ御了承いただけますようお願いい

たします。 

 以上で、議事に入る前に必要となる手続は終わりました。 

 本格的に審議に入る前に、会長として、私から一言御挨拶を申し上げます。すみません、

座ったままで失礼いたします。 

 先ほど、部長からも大きな教育をめぐる状況を御説明いただきました。全くそのとおり

だなと思いながら伺っておりました。特に、今度の新しい学習指導要領の改定ということ
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で、これを契機に学校教育も相当変わってくるのではないか、また、変えるに際しては相

当な努力を現場、行政それぞれで要るようになると思っております。 

 お話にもありましたように、今度の新しい学習指導要領では、育てようとする子供の資

質、能力を単に認知的なものではなくて、知識だとか、思考力だとか、学びに向かう力等、

総合的に捉えて、それを構造化して打ち出していますし、それを実現するために、アクテ

ィブラーニング―自立的に、対話的に深く学ばせると、これもかなり新しい内容を含ん

でおりますし、さらに、それらの趣旨に沿った多様な評価で子供たちをフォローしていこ

うというふうなことになっております。 

 こういう改革を実現するためにも、先ほど来ありましたチームとしての学校ということ

で、教職員らが一体となって対応していこう、あるいは地域との連携・協働が非常に大切

だというふうなことで、先ほどもお話にありましたけれども、教育課程も社会に開かれた

形で実践していこう、地域の人たちに学校の目標を共有しながら、一緒に活動に参画して

もらう、そういうことが可能になるような教育課程を作っていこうとされています。 

 それから、これは既に始まっておりましたけれども、学校の運営についても、地域の人々

の参加を得て行っていく、コミュニティ・スクールの制度がありますけれども、これも本

格的に導入するんだと。あるいは、「支援」から「連携・協働」へというふうな言葉になっ

ておりますけれども、地域とのパートナーシップに基づいて、地域と学校の協働活動を進

めていこうと。様々なものが提唱されております。 

 正に、社会全体の本格的な改革を目指しているという方向になってきていると思います。

かなりチャレンジングな内容を含む改革をどう実現するかというのは、大きな課題だと思

います。教育の内容だけではなくて、それを進める教職員の資質向上だとか、あるいは勤

務時間、多忙化というようなこともありますけれども、これをどう適正化していくのか、

様々な関連する問題の中で、それを捉えていく必要があるのだろうと思います。 

 本審議会で、そうした広く社会との連携・協働の確保、実現ということをどう進めてい

くかを軸にして、様々な議論ができますことはとても重要なことですし、また個人として

も、こういう場に参加できることに大変うれしく思って、やりがいがあると思っておりま

す。 

 前期の審議会でも、全国に比べて先駆的に取り組まれてきた東京都の地域教育推進ネッ

トワークのこれまでの成果とこれからの方向ということで、随分議論をして、そして一定

の提言も行ったところであります。今回の審議会でも、それらの成果を基にしつつ、更に
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柔軟で自由な発想、思い切った議論を多様に展開して、新しい知恵、切り口を出していき

たいと思っております。どうぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、お手元にお配りしてあります会議次第に従いまして会議を進めたいと思いま

す。 

 まず、事務局から本日の議事について、御説明をお願いいたします。 

【生涯学習課長】  それでは、次第の方を御覧いただけますでしょうか。 

 本日の議事は大きく二つでございます。 

 一つ目でございますけれども、議事（１）東京都における生涯学習・社会教育施策の現

状についてでございます。 

 後ほど、私どもから御説明させていただきました後、委員の皆様からコメントや御意見

等を頂戴したいと存じます。 

 二つ目でございますけれども、（２）社会教育関係団体に対する補助金についてでござい

ます。 

 説明は以上でございます。 

【今野会長】  ありがとうございました。 

 本日の議事は、大きく二つあるとのことですので、早速、議事（１）東京都における生

涯学習・社会教育施策の現状説明と第１０期生涯審の審議枠組みについて、事務局から御

説明を頂きたいと思います。お願いいたします。 

【生涯学習課長】  それでは、主任社会教育主事の方から説明を申し上げます。 

【主任社会教育主事】  では、私の方から説明をさせていただきます。 

 お手元にある資料５から資料７に基づきまして、御説明をさせていただきます。 

 これから地域教育支援部が実施する社会教育事業についてということで、御説明を申し

上げます。 

 まず、資料５を御覧ください。 

 こちらの方は、過去の東京都生涯学習審議会の提言の一覧でございます。これを御覧い

ただいてもお分かりになるかと思うのですが、１２年ほど前から、平成１７年１月の第５

期答申から、東京都は「社会教育」という言葉とか「生涯学習」という言葉を使うよりも、

具体的な施策を展開していくという上では「地域教育」という用語を使用しているという

ことが特徴になっております。 

 そもそもその背景にございましたのは、平成１４年度に完全学校週５日制が実施され、
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学校教育に総合的な学習の時間が導入されたことです。これをきっかけに、地域と学校の

連携というものに注目が集まって参りました。この地域と学校の連携というものを象徴す

る用語として、東京都では地域教育という用語を積極的に使っていこうという意図が、第

５期の審議会から明確になってきたということでございます。 

 この地域と学校の連携という考え方が、実際に法律的に裏付けがなされたのは、平成１

８年１２月の教育基本法改正のときになります。教育基本法の第１３条に「学校、家庭及

び地域住民等の相互の連携協力」という条文が新設されたことが、直接の契機という形に

なります。 

 この教育基本法第１３条の趣旨というものが具体的に反映されたのが、平成２０年６月

の、社会教育法の改正です。 

 この第５期答申以降、本審議会では、「地域教育」の「地域」という概念を重層的に捉え、

地域というものを、小学校区、中学校区という学校区はもちろんのこと、企業やＮＰＯと

いった広域的な社会資源が教育に果たす役割をも視野に入れるという、広い概念で地域を

捉えていこうというようなところを打ち出しております。 

 続きまして、地域教育支援部が現在取り組んでいる施策の説明に移りたいと思います。

これは資料６－１から６－６まで、御説明させていただきます。 

 まず第一に、東京都レベルの広域的な教育プラットフォームづくりを進めるために、平

成１７年８月に地域教育推進ネットワーク東京都協議会を設立いたしました。これが資料

６－１になります。 

 この協議会は、企業・大学・ＮＰＯ等が有する専門的な教育資源を、学校教育や学校外

の教育を含めて、子供たちの教育活動支援に多角的に導入することを目指しています。こ

の協議会は、平成２９年７月現在、５１８団体が加盟しておりまして、そこに加盟してい

る企業、大学、ＮＰＯ等のネットワークづくり及び学校とそれらの会員団体、企業等のマ

ッチング等は、都の教育委員会の社会教育主事が担っております。 

 ここで築いた企業やＮＰＯのネットワークをベースに、都教委としては、１点目として

は小・中学校への支援、２点目としては子供たちの放課後活動等への支援、３点目として

は都立学校への支援という形で、具体的な事業を展開しております。資料６－１、５に、

２９年度の主な事業計画が書いてございます。 

 これが広域的な企業・大学・ＮＰＯとのネットワークということで、今年で１２年目を

迎える取組でございます。 
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 次に、資料６－２を御覧いただけますでしょうか。資料６－２から６－４までは、基本

的に区市町村で展開していただく事業という形になります。 

 資料６－２は、学校支援ボランティア推進協議会事業でございます。 

 この事業は、文部科学省でいうところの学校支援地域本部事業に当たるものでございま

す。事業の目的は、地域全体で学校教育を支援する仕組みを通じて、地域住民等の学校支

援活動の活性化を図ろうとするものでございます。 

 東京都では、国に先んじて平成１７年度から、先ほど紹介しました地域教育プラットフ

ォームという考え方の下に、モデル事業を実施しておりました。その後、平成２０年度か

ら文部科学省の方が補助金事業化ということを―そもそも最初は委託事業から補助金

事業に変わるわけですけれども、国費の方で措置されましたので、国費を活用した事業展

開という形で、平成２０年度から移行しまして、昨年度の実績で言いますと２９市町、１,

０２９校で学校支援の仕組みづくりが展開されております。 

 この事業の中核を担うのが、この資料６－２の左下に、学校支援のイメージ図に書いて

ございます、地域コーディネーターの存在です。 

 具体的な活動例としては、学習支援、部活動支援、環境整備、子供の安全指導、学校行

事の支援等が挙げられます。どのような割合で、そういった学校支援ボランティアの活動

が展開されているかというのは、資料６－２の右下の円グラフにございます。 

 小・中学校と高等学校では、活動の比率が異なっております。小学校では、学習支援事

業と登下校の安全指導は地域の方々の協力を得てやっているケースが多いということと、

中学校におきましては、クラブ活動の指導というのがかなり大きな割合を占めているとい

うことが分かるかと思います。 

 こちら、資料６－２の説明は以上でございます。 

 次、資料６－３を御覧ください。 

 こちらは、地域未来塾でございます。この事業は、経済的な理由や家庭の事情等により、

家庭での学習が困難であったり、学習習慣が身についていなかったりする中学生等への、

地域と学校との連携・協働による学習支援を行うことを目指している事業でございます。 

 学習支援が必要な中学生等に対して、学習習慣の確立と基礎学力の定着を図ることを通

じて、結果的に貧困の連鎖を断ち切るということを目指しております。この事業に関しま

しては、平成２９年度で２１区市町村、４５８校で実施する予定となっております。 

 資料６－３の説明は以上でございます。 
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 続きまして、資料６－４を御覧ください。 

 放課後子供教室の概要でございます。この事業は全ての子供を対象として、放課後や週

末等に小学校施設等を活用して、安全・安心な居場所を設け、地域の人々の協力を得て、

子供たちに学習、スポーツ・文化活動、地域住民との交流の機会を提供することにより、

子供たちが地域社会の中で、心豊かに健やかに育まれる環境づくりを推進しようというも

のでございます。 

 平成２８年度には、５５区市町村と都立特別支援学校１３校、計１,２００教室が実施さ

れております。なお、この資料には詳しく書かれていないのですが、一番上の囲みのとこ

ろに若干書いてございますが、平成２７年度からは、国が新たに策定した総合的な放課後

対策がございます。放課後子供総合プランに基づきまして、福祉保健局が実施しています

「放課後児童健全育成事業（学童クラブ事業）」との一体化を目指した取組を進めていこう

という方針が国から出されておりまして、都の方でも、国の方針を受けながら、放課後子

供教室と学童クラブの一体化といった取組を進めていただけるよう、福祉保健局とともに

区市町村の方に、今、働き掛けをしているところでございます。 

 放課後子供教室については、以上でございます。 

 次、資料６－５になります。 

 こちらから、都立高校を中心とした教育支援になります。資料６－５は、「都立高校生の

『社会的・職業的自立』支援教育プログラム事業」でございます。 

 この事業は、平成２４年２月の第８期東京都生涯学習審議会建議に基づき施策化された

ものでございます。この事業が目指しておりますのは、都立高校における系統的なキャリ

ア教育を進めるために、企業やＮＰＯとの連携を図りながらキャリア教育の取組を学校が

実施していける体制づくりをしていこうということになります。 

 また、本事業は、平成２４年２月に策定された都立高校改革推進計画にも位置付けられ

ておりまして、計画的に実施コース等も決めながら実施しているところでございます。 

 具体的なプログラム事例、主なものが三つ紹介されておりますが、事例③は、本日、委

員としてお願いしたＮＰＯ法人１６歳の仕事塾、堀部委員にも御協力いただいておりまし

て、そちらの職業人へのインタビューワークショップを御紹介しております。 

 また、蟇田委員が所属されているＮＰＯ法人育て上げネットでの金銭基礎教育プログラ

ム「MoneyConnection®」というものを、多くの高校で導入していただいているという状況

がございます。 
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 平成２９年度は、都立高校の普通科を中心に１３８校、その他、専門高校で４校、計１

４２校で、ネットワーク協議会のネットワークを生かしまして、５８団体もの企業・ＮＰ

Ｏの協力を頂きながらキャリア教育の事業として実施されている状況でございます。 

 資料６－５の説明は、以上でございます。 

 続きまして、資料６－６に移ります。 

 これは都立学校「自立支援チーム」派遣事業でございます。 

 この事業は、都立学校、主に都立高等学校の不登校・中途退学対策として、平成２８年

２月に出された第９期東京都生涯学習審議会建議を受け、施策化されたものでございます。 

 平成２８年度から施策化されたのですが、初年度から、ここに書いてありますユースソ

ーシャルワーカー、一般的にはスクールソーシャルワーカーの役割を果たす者なのですけ

れども、ユースソーシャルワーカーが実に２,２００人を超える生徒に対応しております。 

 １年間の実績を見てみますと、そのうち約６割のケースを解決に導いたという結果が出

ております。この事業の特色は、単にスクールソーシャルワークという範囲に限らず、都

立高校を中退した生徒を対象として、高校への再入学や高卒認定を希望する者への学習支

援等も行っていることです。 

 また、都立の通信制高校に在籍する生徒については、一度学校をドロップアウトしてか

ら学校に入り直すケースが多うございます。私立の広域通信制のサポート校と比べて、都

立通信制高校の卒業率というのはあまり高くないのですが、その辺のところをフォローす

るということもありまして、通信制高校を対象としたレポート作成の支援を行う「学び直

し支援事業」というものを実施したり、資料の右側の真ん中に「支援機関の地域ネットワ

ーク」と書いてございますが、ハローワークや児童相談所、蟇田委員のＮＰＯの方でも取

り組んでいただいています地域若者サポートステーション、また産業労働局の都立職業能

力開発センター等との地域機関のネットワークをつくって、そこに我々のユースソーシャ

ルワーカーがネットワークづくりを進めるとともに、都立高校の担当教員等も参画しなが

ら、情報交換を行ったりしております。さらに、高校卒業後の進路の展望のようなものを

共有していこうという場として、都立高校生進路支援連絡協議会というものを作りまして、

少し回り道をしてでも、高校卒業の資格というものを取って社会に出てもらおうというよ

うな取組を実施しているところでございます。 

 以上で、地域教育支援部が取り組む主な施策説明ということで御説明させていただきま

した。 
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 続きまして、資料７を御覧いただけますでしょうか。 

 こういった資料６－１から６－６まで説明させていただいた取組について、主に地域教

育支援部が、都の教育庁の中でそういった役割を担っているわけですが、そういった取組

の現状を踏まえた上で、先ほど今野委員からも御指摘がありましたように、国における教

育改革の動向等がいろいろと動いてきておりますので、そういったものも踏まえた審議枠

組みを事務局の方で考えてみました。それをまとめたものが、資料７でございます。 

 もう一度申し上げますが、地域教育支援部の役割としましては、企業・大学・ＮＰＯと

いった社会資源と教育委員会との間で、教育支援のネットワークづくりを進めて、子供た

ちに対する教育活動を量的かつ質的に充実させていくということを目指しております。 

 この教育支援ネットワークづくりの取組は、既に１２年たちましたが、資料７の左下に

掲げたような課題が出ております。 

 その課題の１点目は、企業・ＮＰＯ等のネットワークづくりに関する課題でございます。

ネットワーク協議会の会員団体は年々増加し、先ほど申し上げましたように、５１８団体

を数えておりますが、この豊富なストックが十分に学校現場、教育現場の方に還元されて

いないのではないかという課題がございます。 

 具体的には、最近は都のホームページを見たり、いろいろな企業の方から紹介していた

だきまして、自分たちも、このネットワーク協議会の会員団体になりたいというふうに申

し出をいただく企業やＮＰＯが増えました。せっかく、そういった新規に加盟していただ

いた企業・ＮＰＯ等に対して、教育支援活動を具体的に実施していただく機会というもの

を、事務局として十分提供し切れていないのではないかという課題がございます。 

 高校では、先ほど紹介しましたように、５８団体も協力しながらキャリア教育の支援と

いう事業の形は作れているのですけれども、小・中学校への支援という点では、なかなか

取組が進んでいない状況がございます。 

 また、なかなか教育支援をしたいという企業の要求にも応えられないということととも

に、逆に支援がうまくいかないのには、学校側のニーズというものを十分に企業やＮＰＯ

側に、こちらの方が発信できていないという課題もあるのではないかというふうに考えて

おります。 

 そういったミスマッチというものが生じてしまうため、どちらかというと、今は教育支

援をしたいというふうに考えている企業やＮＰＯサイドが、自分たちのニーズに基づいた

プログラムを作ってしまうがゆえに、なかなか学校現場にフィットしないという問題があ
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って、この問題をどう解決していくかというのが課題として挙げる１点目でございます。 

 ２点目でございます。小・中学校への支援に関することでございます。 

 小・中学校への教育支援策については、資料２で紹介した学校支援ボランティア推進協

議会、いわゆる学校支援地域本部事業に配置されるコーディネーターを通じて、地域教育

支援部としては、コーディネーターフォーラムというものを設けて、様々な企業や団体の

取組を紹介して、それを各地域に持って帰っていただくような形で、企業・ＮＰＯと地域

コーディネーターの交流機会を設置して参りました。 

 コーディネーターフォーラム自体は、毎年５００人を超える規模で大盛況にはなってい

るのですが、それが具体的な現場で機能していると、マッチングが十分進んでいないとい

うような状況がございます。 

 そういった課題について、特に今回は小・中学校への支援というのがどうあるかという

ことを、この第１０期審議会では検討していけたらと考えております。 

 ３点目、都立学校への支援に関することでございます。 

 資料６－５で説明したように、教育プログラムを提供できる範囲というのが、現在では

普通科高校に限られているという課題もございます。資料５でも指摘しましたように、系

統的なキャリア教育プログラムづくりを目指すとしておりますけれども、実際のところは、

今、ようやく全１３８校という、普通科で設定した数は全部クリアされてきているのです

が、まだまだ系統的な実施ということにはほど遠く、単発的なプログラムの組合せの実施

にとどまっている学校が多いという状況がございます。 

 これからはカリキュラム・マネジメントというのが、次の学習指導要領の中でも課題に

なってくると思うのですが、そういったものにうまくつなげていって、系統的に学習がで

きるような支援がどういうふうにできるのかということを検討しなければならないと考え

ております。 

 以上が、これまでの取組の課題ということになります。これらの課題を解決していくた

めの方策に関する審議というものを、今期の審議会で委員の皆様方にお願いできたらと考

えております。 

 その辺のところを整理したものが、資料７、右側の２番になります。第１０期東京都生

涯学習審議会における審議事項（案）でございます。 

 もう一度、おさらいの意味で申し上げますが、まず今期の審議会を進めていく上で、押

さえておかなければいけないのは、国における教育改革の動向だというふうに考えており
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ます。これは大きく分けて３点ございます。 

 一つ目は、先ほど今野会長からも指摘いただいていますが、「チーム学校」の実現という

ことになります。ここでは、スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカー、部活

動指導員といった教員以外の専門スタッフの参画というものをどのように進めていくかと

いう観点から、特に検討を進めていきたいというふうに考えています。 

 喫緊の課題としては、部活動支援、特に中学校の部活動支援が、どういう体制を構築で

きるかというものが、都の教育委員会の方の関心事でもありますので、その辺に特化した

審議の枠組みの機会等も作らせていただけたらと考えております。 

 ２点目は、真ん中のところにございます新学習指導要領への対応ということでございま

す。新学習指導要領は、平成３２年度から小学校において、中学校では平成３３年度、高

等学校では平成３４年度からの年次進行で実施が予定されています。 

 ここのポイントは、これも先ほど来御指摘がありますけれども、社会に開かれた教育課

程の具現化ということになるかというふうに考えています。学校教育に変化する社会の動

きを取り込んでいくためには、学校自体が変革していくとともに、学校教育を支援する側

にどのような準備が必要かということを考えていく必要があるかと存じます。 

 この審議会では、社会的・職業的自立の基盤となる能力や態度を育むキャリア教育や、

放課後・休日等を活用した社会教育との連携の在り方等が議論の焦点になるかと考えてお

ります。 

 ３点目は、学校の働き方改革の推進という形で挙げております。これはもう先月、本年

６月２２日に、文部科学省が中央教育審議会に対して、新しい時代の教育に向けた持続可

能な学校指導、運営体制の構築のための学校における働き方改革に関する総合的な方策に

ついてという諮問を行いました。 

 そこでは、学校・家庭・地域の役割分担の見直しとか、文科省は平成２７年度の中教審

答申に基づきまして、学校支援地域本部という言い方ではなくて、地域学校協働というよ

うな言葉に変えていこうとしていますけれども、地域学校協働活動の推進、部活動の改革

等の観点が教員の働き方の改革、学校の働き方改革の見直しの中で論点として挙げられて

おります。それが生涯学習審議会としての審議のテーマになるかというふうに考えており

ます。 

 これに加えて、資料７の右下にございます、本年１月に策定した「東京都教育政策大綱」

がございます。ここで掲げた七つの方向を踏まえて、今期の審議会における審議事項（案）
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というものを、事務局として策定したということでございます。 

 真ん中のところに、これらの施策動向を踏まえて、今期審議会における審議事項として

事務局の方で課題設定させていただきましたものが、大きく分けて２点ございます。 

 一つ目は、左側、ネットワーク協議会の機能見直しでございます。 

 「チーム学校」の実現とか、「学校の働き方改革」や「社会に開かれた教育課程」に対応

するための機能見直しを働くというものでございます。 

 二つ目は、平成３１年度に策定される予定の次期「都立高校改革推進計画の実施計画」

という、第３次目の実施計画に当たるものがございますが、この第３次実施計画を踏まえ

て、そこを目指して都立高校への支援施策の見直しを図ることでございます。 

この２点を中心に御審議いただけると幸いに存じます。 

 説明は以上でございます。 

【今野会長】  ありがとうございました。 

 非常に幅広く、いろいろなことが取り上げられてきていると思いました。最初の説明に

もありましたが、東京都では、全国では一般的に社会教育という捉え方をしているのです

が、その中でも特に学校との連携ということに焦点を当てて、地域の人たちの学習活動を

どう発展させるのか、どう学校をよくするのかというふうなところで、地域教育という言

葉をお使いになられているということで、多分これも先駆的な考え方で、それをはっきり

と打ち出して、いろいろな政策を展開してきたということがよく分かりました。 

 最近になって、国の方も地域連携、協働、そういうことを非常に強く打ち出されてきて

おりますけれども、東京都はかなり早く、そういう意識化が進んでいたのではないかと思

います。そして、今、御説明がありましたように、様々な大きな仕組み、個別の新しい事

業が展開されてきて、それぞれ大きな成果を上げてきているというふうに受け取りました。 

 社会全体で連携・協働を進めようというふうになってきましたので、また、東京都もも

う一歩進めて連携・協働の内実を高めるように持っていかなければいけない、あるいは、

それをするだけの実績と責務があるところだという思いをいたしました。 

 特に前回の審議会のときにもいろいろな議論があったのですが、地域教育推進ネットワ

ーク東京都協議会というのは非常に大きな組織で、社会の方々もたくさん入って、企業も

入って、小・中学校、高校を支援しようというすばらしい仕組みができていて、個々に見

ると、「いい教育だな、いい活動だな」と思うものもたくさんありました。 

 先ほどこれからの課題ということにもありましたけれども、もっともっと良くしていか



-22- 

 

なきゃいけないというところだと思います。夏休みに、こういう都の教員の研修センター

でしたか―子供たち、企業の人たちも集まって、こんな形でやっているんだというのを

いろいろ見せてくれて、あるいは、子供たちに経験させる大きな場がありまして、そのと

きにも見させてもらったんですが、社会の企業と関係者、ＮＰＯの関係者は非常に熱心で、

少しでも子供たちのためにやりたいと、そのために我々の団体としてはこういうコンテン

ツがある、こういう能力があって、こんなことができる、といった様子が見られ、非常に

頼もしいといいましょうか、うれしい社会の状況がありました。 

 そういうものに支えられてネットワークが機能しつつあるわけですけれども、もう一つ、

そのときに感じましたのは、特に小・中学校ですと、個別に熱心な先生、あるいは、校長

先生がいらっしゃるところではそういう活動、社会からの支援を受けながら、新しいこと

をたくさんやっているのですが、どうも全体的にまだまだ広がっていない、熱心な先生の

ところだけという感じがしました。 

 その前提には、やはり区市町村の教育委員会が都の活動をどう受け止めて、それをどう

活用しようかという教育委員会レベルの理解と推進というのは、もうちょっと必要なのか

なと。都と市区町村の連携というところがもう少しだと思ったりしました。 

 それから、いろいろな連携・協働の活動がたくさん見られましたけれども、イベント的

にいいなと思うものもたくさんあるのですが、やはり、より高い質の成果を得るというこ

とになれば、できるだけ本来の学校のカリキュラム、正規の部分の中にそれが入ってきて、

全体の教育目標と一致した形で活動していくというところがまだ少し弱いのかなという気

もしました。 

 それぞれ学校側も、社会の側も非常に前向きに、熱心なお気持ちが分かるだけに、そこ

をもう少し改善したいというような気持ちを持ちました。 

 いずれにしましても、様々な活動が進んでいる、もっともっと発展させたいという思い

をしながら聞きましたけれども、一方で、また家庭の貧困化みたいなものが始まっていま

すし、親の学校に対する価値観の違いで、いろいろな不満が多くなっていたり、子供自体

も自分に対する肯定的な評価がなかなかできにくいというふうなこと、あるいは、特に高

校生の場合だと社会的な活動経験というのが、高校時代に少ないのではないかというよう

なことで、様々な関連する問題もありますので、それらと併せながら、少し深くここで先

生方のお知恵を借りながら議論できればいいなと思ってお伺いしていました。 

 そこで、せっかくですので、全般の御説明につきまして、委員の皆様方から一言ずつコ
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メントをお願いしたいと思います。 

 名簿の順ということで、笹井委員からお願いできますでしょうか。なお、恐縮ですけれ

ども、議事の進行の都合により、お一人３、４分程度ということを頭に置いて御発言いた

だければと思います。 

【笹井副会長】  非常に広範なテーマで、かつ生涯学習、社会教育というのも、基本的

には学校現場なり、あるいは、基礎自治体が頑張るという話だと思うのですが、その意味

では、都道府県レベル、東京都として、都教委として何をするのかというのは、それをど

ういうふうに政策にしていくのか、そのこと自体はすごく難しいものを含んでいるのでは

ないかと思い、今、話を聞いていました。 

 一つは、その関係で言うと、ネットワーク協議会の機能見直しという問題提起があって、

実際に、学校、地域連携みたいなものは、各学校、各地域、各基礎自治体レベルでのもの

ですね。そこにネットワーク協議会という都レベルの協議会が、どういうふうな支援とか

方向付けをするのかというのは、結構難しい問題ではないかと思って話を聞いていました。 

 だからどうだという知恵は、今のところないのですが、そういう難しさを持っているの

ではないかと思います。私、いつも思っているのは、ネットワークを作るというのは、要

するに、民間の世界にいろいろな営みをするというか、ミッションを持ったＮＰＯとかい

ろいろな団体があって、それが結び付いてネットワークを作るのですが、では、どうやっ

たらネットワークを作れるのかということを考えたときに、ネットワークを成立させるた

めの必要条件というか、十分条件というか、そういう条件を考えたときに、やはり大きな

理念といいましょうか、方向を共有するということと、そこにネットワークに関わる当事

者、主体が、メリットを感じることによって結び付くのではないかと思います。 

 それは、私はよくマネタリーとボランタリーと言うのですが、マネタリーな活動では対

価性があるので、嫌でもやらなきゃしようがないとか、嫌でも結び付かなきゃいけないと

か、嫌でも課長の言うことを聞かなきゃいけないとか、そういうふうなことはあるのです

が、ボランティアレベルの話というのはそれはないので、何かインセンティブみたいなも

のがなければやらない―結び付かないですよね。それをどういうふうに作り出してもら

うか、あるいは、我々がそれを与えられるのかということがすごく大事だろうというふう

に思っています。 

 そういう意味では、普通に「補助金をあげるからこれをやって」というような問題では

なくて、ボランタリーな活動、実際、ＮＰＯの方も、今日はたくさん参加されていますが、
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そういう人たち、決してお金もうけのためにやっているわけではないと思うのです。その

モチベーションとして、どういうものがあって、それは学校支援ボランティアも同じで、

モチベーションがあるから、ミッションがあるから、そこに行って、そこに参加すること

でメリットを得られるから―メリットというのは、自分なりの団体内の意味付けですよ

ね、プラスの意味付けが得られるから参加しているんだろうと思うのです。 

 そういうものをどういうふうにつくり出すか、あるいは支援することというのは、地域、

学校で異なってくるので、それは広域自治体としての都レベルでどういうふうにそれを整

理して推進していくのかというのも難しい問題だなと。難しい問題ばかりなのですが、そ

ういうふうに思って聞いていました。 

 従前、私は「チーム学校」の都の主催する委員会にメンバーとして参加させていただい

ていたのですが、そこで常々思っていたのは、学校内のスクールカウンセラーとか、ＳＳ

Ｗ（スクールソーシャルワーカー）とか、いろいろなそういうプロ、専門家をチームとし

て構成する場合と、コーディネーターを中心に学校を支援するようなボランティア組織と

して構成していく場合とでは、ちょっと論理が違うのではないかということをいつも思っ

ていました。 

 例えば、一元的に同じ―平たい組織の中で、ＳＳＷも、ＳＣも、ボランティアも全部

含めて一元的な組織にするというのは、それは論理的に可能なのでしょうけれども、実際

問題はかなり難しくて、学校内の専門家としてのチームと、学校支援ボランティア―学

校支援地域本部でもいいのですが、そういった集団としての組織体というものを、両方、

二つつくって上手にそれをクロスオーバーさせていくというのが、本来、最も現実的な「チ

ーム学校」の在り方ではないかと、感想なのですが、そういうふうに感じました。 

 以上です。 

【坂田委員】  改めて自己紹介申し上げますが、私は清瀬市の教育長で坂田といいます。

よろしくお願いします。 

 清瀬市は７万５,０００市民がいる小さい自治体で、小・中学校が１４校で、子供の数は

５,６００人ぐらいしかおりません。歳入が２８０億円ぐらいというところで、非常に財政

的に厳しい自治体であると。 

 そういう中で、豊かな自治体とはちょっと違って、様々な点で学校教育に掛ける予算が

厳しいことから、今、持っている資源をどうやって活用するかというところが、やはり一

番のミッションではないかと思っています。 



-25- 

 

 そういう中で、今回、教育総合計画、今後９年間の計画を立てまして、その中のキーワ

ードが「子供が育つ 市民が育つ まちも育つ 清瀬の教育」と、これはキャッチコピー

なのですが、こういうものを作りました。 

 それを具体的に推進していくための理念として、社会総がかりで子供を育てる。そこに

関わっていただく市民の方々も子供を育むというような営みに参加することによって、い

わゆる、高齢社会の中で一億総活躍に結び付いていき、そのことによってまちもどんどん

どんどん元気になっていきますというような議論で、今、進めています。 

 このように、私どもは先行している自治体から１０年遅れて、周回遅れで走っているよ

うな自治体なのですが、ようやく学校支援地域本部を立ち上げていこうというような動き

になっています。 

 ただ、恐らくこれは市部ではそれほど進んでいない。区部の方が進んでいるのではない

か。実態が私は分からないので、事務局の方で把握していたら教えていただきたいと思う

のですが、ようやくそれを立ち上げていこうというような、具体的な施策として、１４校

全校に設置していこうというような動きをとっています。 

 簡単な紹介をさせていただいたのですが、私も企業やＮＰＯからプログラムを御提供い

ただいたときがあります。どことは言いませんので。言うとちょっと角が立ちますから言

いませんが、非常に腹立たしかったことがあります。教育長室にいきなりやってきて、「こ

のプログラムをやってくれ」と言うんですね。私は、学校の実態というのは、今これこれ

しかじかで、こんなにカリキュラムが混んでいて大変なんだと。年度途中に持ってこられ

ても、年間計画の中に組み込めませんから、これは無理だという話をしたんですね。そう

しましたら、さもこんなすばらしいプログラムなのに採用しない自治体は何事だというよ

うなトーンで語ってきて、非常に私は腹立たしい思いをしました。 

 今日いらっしゃっている方々は全然違うと思うのですが、多くの民間企業は、思いはあ

ると思うのですけれども、学校の実態というのを本当に理解しているのでしょうか。でも、

学習指導要領なんかもよく勉強していらっしゃるんですね。ＣＳＲの本部の方々なんかは

特にそうなんですけれども、よく勉強されていて、いい出来のプログラムなのですが、基

本的に賢い子供たちを対象にしたプログラムなのです。お分かりでしょうか。 

 本当に当たり前のように、子供の能力、学習履歴というのは全て違っていて、多様なの

ですが、その多様性というところが、十分理解されていないのではないかと私は感じてい

ます。 
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 そういうところから、先ほど問題提起されたマッチングというところに、課題として現

れてきているのではないかと感じます。 

 そこの解決策なのですが、本市はちょっと荒治療を考えています。企業やＮＰＯさんに

は大変失礼なのかもしれませんけれども、夏休み中に、これは学校単位でやるのではなく

て、市として、そういうＮＰＯ、企業が持ってきたプログラムを１か所で、子供たちが選

択して受けられるような集中講義のような形ですね。それを３日間ばかり設定をして、そ

の中で企業のプログラムや何かを実践していただいて、子供たちがそこに参加していく。

希望です。任意の参加だと。だから、これは教育課程ではないのですが、いわゆる、社会

教育のチャンネルでそれをやっていこうという計画です。 

 今後具体的に検討していきますが、そういう中で、私は、企業の方々に実体験を通して

学んでいただこうと思っているのです。どういうことかというと、同時に講座がいくつも

開設されているわけですが、そこに子供が集まるか集まらないかというところが一番の評

価になると思うのですね。子供たちが集まらなければ、これはやはり魅力のないプログラ

ムであって、若しくは広報まで全部やってもらいますので、広報の仕方が悪いのかもしれ

ない。 

 また、子供たちの事後のアンケート、ビフォーの状況等を見て、本当に子供たちがこの

プログラムでどういう資質、能力が育ったのかというところを適切に自己評価していただ

いて改善していただく。 

 実体験を通して、やはり子供たちには多様性があるということ、若しくは、学校の実情

というのはこういうところにあるんだと、それを学んでいただいて改善していただく。私

はそういう働き掛けが今後必要であろうと考えています。 

 これは本当にプログラムを提供していた側の方々にとっては、大変に失礼な話かもしれ

ないのですけれども、私は学校と企業とが両方が高まっていかなければならないと思って

います。しかしプログラムを開発していく上で、「じゃあ、教員の力を貸してくれ」なんて

言ってくるところもあります。教員にも参加してもらって、プログラムの開発委員会を開

いてとか、「そんな余裕はないですよ」といつも言っています。「だったら、あなたたちが

実体験を通して、学んで改善していきなさい」というふうに、私は強行な姿勢でアプロー

チをかけているところです。恐らく御反論が多数あると思いますが、議論のネタとして提

供させていただきました。 

 以上です。ありがとうございました。 
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【土屋委員】  土屋佳子と申します。ちょっと自己紹介申し上げたいと思います。私の

方は、こちらには和光大学講師とあるのですが、和光大学、早稲田大学、宇都宮短期大学

等で学校ソーシャルワークを教えております。それ以外にも、教員養成課程でゲストスピ

ーカーとして、例えば東京大学、立教大学、武蔵大学等ですが、主に教員になる皆さんに

向けて、スクールソーシャルワークについてのお話をさせていただくということが、最近

とても多くなってきております。それ以外に、今、こちらの施策の説明にあった都立学校

の自立支援チームの統括スーパーバイザーということで、昨年度から仕事をさせていただ

いております。 

 私は２０年くらい教育相談や児童家庭福祉の相談員みたいな形で、ずっと相談援助の現

場を歩いて参りまして、困難を有するお子さんだけではなくて、本当にいろいろなお子さ

んに出会って、個別の相談援助をずっとやってきたところではあるのですが、個別の援助

だけでは、全くそれだけでは難しいといいますか、ここ数年、システム全体を考えないと

いけないような状況になってきたということを感じている中で、この自立支援チームの仕

事に出会って、微力ながらお手伝いという形でさせていただいております。 

 スクールソーシャルワークの方は、国がこの仕組みを導入する前から、地域の小さなま

ちですけれども、本当に小さなまちで、スクールソーシャルワーカーとして働いてきた、

あるいは、震災後ですけれども―今でも行っているのですが、福島県の地域の現状の中

で仕事してきたということがあります。 

 ですから、スクールソーシャルワークに関しては、もう皆様も御存じのとおりかと思い

ますけれども、私自身は、単なる学校教育の福祉的な支援の導入ということだけではなく

て、地域にしっかり根づいた支援システムというところがすごく重要だというふうに、特

にやはり福島の経験等を踏まえて感じているところです。 

 今回のユースソーシャルワーカーという仕組みなのですが、こちらは本当に独自性があ

るというふうに捉えておりまして、社会教育部門がこちらを所管しているというのがすご

く大きなところだと―本当に地域ということをきちんと分かっているところが所管し

ているということが本当に大きな特徴だというふうに感じております。 

 私自身の専門はスクールソーシャルワーク、教育福祉になりますけれども、やはり教育

と福祉が結び付いたところを社会教育が取り持つというところで、今後いろいろできるこ

とがあるのではないかというふうに感じているところです。 

 その中で、端的に申し上げますけれども、こちらの審議の枠組みの中で、今後の都立学
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校支援の在り方検討の（２）の辺りが、私の方でもいろいろとお話しさせていただける機

会があると感じているところです。 

 特に、これは個人的に感じているところなのですが、やはり自立支援チームの仕事をこ

の１年半やってきた中で感じているのは、進路指導の先生方と、ＹＳＷの就労支援の中で、

まだばらばらとしたものがあるので、もうちょっと具体的なフレームの見直しみたいなと

ころが必要だと感じていて、その中でキャリア教育の理念のところが、先ほどもお話にあ

りましたけれども、イベント的なキャリア教育のプログラムということだけではなくて、

もっと理念のところをしっかりと共有化する、学校とＹＳＷも含めて、共有化することが

すごく必要だというふうに感じているところです。今後そのようなお話をさせていただけ

たらというふうに思っております。どうぞよろしくお願いいたします。 

【中島委員】  私も最初に簡単に自己紹介しますと、教員として江東・千代田で１４年、

その後、教育委員会の指導主事として杉並・世田谷で１１年、品川で指導課長をやった後、

杉並で校長として７年勤務し、今、教育長として５年目ということで、勤めてからは学校

に２１年、行政に１９年、学校と行政をそれぞれ半分ずつ経験してきた経緯がございます。 

 現在の品川は区民３８万人、今、人口が湾岸エリアを中心に非常に増加している状況が

ある中で、小学校が３１校、中学校が９校、そして、今、品川にしかありませんが、義務

教育学校が６校ある状況です。 

 その中で、私どもも３年計画で全校をコミュニティ・スクールにという計画を進めてお

り、今年が２年目という状況です。品川のコミュニティ・スクールは、いわゆる国で言う

ところの学校運営協議会と学校支援地域本部、この二つが両輪で動くという形で設置しな

がらコーディネーターが間をつなぐというようなやり方でやっております。 

 先ほど、坂田教育長もおっしゃっていましたけれども、彼が杉並にいたときに、私も杉

並で校長をやりながらコミュニティ・スクールを共につくってきた状況がございます。 

 今回、この資料７でいただいた「今後の課題」というところを拝見しますと、なかなか

これは難しいという感じがしました。 

 ただ、やはり、そこを引っ張り上げていかなくてはいけないと思います。実際に、例え

ば、未来塾等をＣＳでやりましょうという話がうちでも進んでいるわけなのですが、「未来

塾って何、どこかから補助金は出ているの」と私が聞くような状況で、「これ、都から補助

金が出ているんですよ」と教えてもらって、「都はそんな事業をやっているの」と。これは

去年か一昨年の話なんですよね。私自身でもこの事業についての理解が―私、結構こう
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いう方面の理解が進んでいると思っているのですが、それでも、こういう状況になってい

るというのが現実ではないかと思います。 

 また、区内でコーディネーターの連絡会を何度か開催するのですが、コーディネーター

ベースで連絡しても、学校全体に染みわたっていかないのです。それは何かというと、や

っぱり学校には、校長、副校長、主幹というような組織の中で伝わっていく昔ながらのル

ートがあるのだろうというふうに思います。 

 今、品川のコーディネーターは職員室に座席を置いて、常に副校長と連絡を取りながら

やっているのですが、それでも情報については、校長の連絡会とか、副校長の連絡会と併

せて通していかないと、浸透していかない状況があります。例えば、指導部が様々な行政

の長を集めたり、校長を集めてやっているような連絡という部分の中での情報の、何とい

いますか、ダブル推進といいますか、アタックといいますか、そういったようなやり方も、

浸透させるためには必要になってくるのではないでしょうか。 

 コーディネーターはなかなか辛い部分がたくさんありまして、知名度もまだない。町会

長に、校長が連れて行って「今度、うちのコーディネーターですよ」というふうに紹介し

て、初めて町会にも理解してもらえるという状況もあるのです。周知させていくというこ

とに関しては、手厚くやっていく必要があるという思いを強く持ちます。 

 もちろん、行政も同じです。様々な地区の行政に、まずは、こういうものがあるんだよ

ということを知らせていくことが、学校に広めていくためにも必要になってくるという感

じがいたします。 

 また、都立高校の方はよく分からないところはあるのですが、幼稚園から都立高校まで

全てに関わって、今、タイムリーに実施されているのは、オリンピック・パラリンピック

教育の推進です。特に学校の外部人材の接点ということでは、企業に所属しているアスリ

ートもたくさんいるわけで、こういうツールを使いながら切り開いていくというのは、こ

の時期にしかできない方法になってくるのかなと考えます。もちろん、レガシーですから、

それがまた、今後の発展に続いていく可能性はあるのですが、お話を伺っている中で、や

れることとしてひらめきました。 

 学校は今もう飽和状態になっている上に、今度新しい学習指導要領の内容を理解して、

プログラミング等も進めなくてはならない状況の中で、どう手を差し延べていけばいいの

かというのは、これはもう教育委員会レベルでも非常に難しい状況です。やらせたいこと

は山ほどあるので、整理していかないと、一杯のコップにはそれ以上の水は注げませんの
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で、そういったことも踏まえてうまく提言したいと思います。 

 【蟇田委員】  改めまして、蟇田と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 私は今現在、育て上げネットという１５歳から３９歳の無業の若者、ニート、ひきこも

りの若者の就労支援をしている団体に所属しています。そこだけを就労支援しても、やは

り、なかなかうまくいかないので、環境要因を変えるために、家族の支援もやっています。

そして未然予防のためには、不登校の小学生から、年齢が高い層でいくと４４歳までの若

者、そして、その回りを取り巻く家族というと８０歳までの年齢の人たちの支援をしてい

ます。 

 私たちのＮＰＯの理念というのは、若者と社会をつなぐ、お互いにつなぎ合うというこ

と、コーディネーションしていくということで活動しています。正に、坂田委員がおっし

ゃっていたとおり、学校にアプローチというのは、６年ぐらい前からやっています。 

 おっしゃるとおりで、最初は大変でした。先生たちに、民間団体、ＮＰＯが来たって話

は聞いていただけない、私は企業にいた人間として、新入社員のときに、お客様が相手で

したから、やはり相手を知るということが一番大事であって、学校の先生は何が困ってい

るか、そのニーズの聞き取りをしています。実は、ずっとヒアリングをし続けて、具体的

に事を動かすことはすぐに始めない学校の文化というところ―校長先生がトップダウ

ンでいく学校なのか、若しくは、底上げしていってどんどんやるのか、その学校によって

全部ニーズが違ったので、本当に何回も足を運んで、ヒアリングさせていただいて、いろ

いろなことを教わりました。 

 学校の先生になる人たちは、皆さんピュアな思いがたくさんある方たちで、やりたいこ

とはいっぱいあるけれどもできないこと、「じゃあ、先生がやりたいことは何ですか」とい

うところを伺い、私たちは先生の秘書のように、手となり足となり準備します。先生のや

りたい願いを一緒に準備し進めています。 

 実は、先月、高尾山学園という、小・中学校一貫校というんですか、一番困っているこ

とは何ですかと伺ったら、「生徒が学校に来ない、登校率を上げたい」ということが分かり

ました。まず、私たちの企画を通すために、学校運営委員会にて、主要の先生たちに話を

聞いてもらって、そこで合意し、ある授業を担当しました。 

 それはプログラミングです。企業も一緒に―ソフトバンク様と協働で、「ペッパー君

がやってくる」という授業を実施することを生徒たちに伝えたら、当日は１００％の登校

率になりまして喜ばれました。 
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 さっきも課題になっていましたが、イベント的な授業を正規の学校のプログラムでどう

やっていくかというところは、本当に大きな課題なのですが、私たちは先生たちと相談し

て、保護者会、保護者参観の日にしようと話を進めて、保護者も見学し、ペッパー君のプ

ログラミングを教えるのが、元不登校だった、元ひきこもりだった若者たちが先生になっ

て、先生がそれをサポートして生徒たちに教えるという、良い関係性が構築されつつあり

ます。 

 学校の事例をウェブ上等で公表しますので、企業の方々、ＣＳＲの方々がどうしてそう

やって学校に入っていけるのか御質問いただくことは少なくありません。一つのヒントと

して学校に入るための企業側にプレゼンテーションの仕方─企業側の想いだけではな

く、相手のニーズを知るための勉強会、研修会等、そういうこともあるとうまくいくのか

な、と、お互いに良くしたい思いはあるので、それにつなぐということを、この審議会で

も現場の声として上げていければと思います。 

 ちょっと長くなりまして、すみません。どうぞよろしくお願いいたします。 

【堀部委員】  １６歳の仕事塾の堀部と申します。よろしくお願いします。 

 １６歳ですので、私たちは大体高校１年生を対象に、キャリア教育支援の活動をしてい

ます。主には、さっきから資料にも出ていますが、都立高校生の社会的・職業的自立支援

教育プログラム事業の中で、都立高校で延べ年間約１００校、それ以外に私立高校約３０

校で授業をしています。先週、先々週の夏休み前は、すごく実施数が多く、午前中、午後、

そして夜間定時制でやるとか、１日３校で授業を行うというようなこともありました。 

 平成２５年度からこの事業が始まったかと思うのですが、その当時と今とでは全く違う

印象を持っています。最初はかなり学校の抵抗があったというか、外部団体が学校に入っ

てワークショップをするというのがなかなか難しい状況でした。ですが、今は結構学校全

体で受け入れてくれているというか、そういう学校がかなり増えてきたという印象があり

ます。 

 実際に最初のころは、「業者さん」という言われ方もしましたが、今はそういうことはほ

とんどない状況です。やっていて感じるのは、やっぱり学校や先生によってかなり違うと

いう印象を受けています。同じ学校でも先生によって、クラスによって違う。私たちはク

ラスに入って授業をしているので、先生の熱意なのか、先生と生徒の関わり方かもしれな

いんですが、それによって生徒のプログラムへの取組意欲が随分違うという印象を持って

います。 
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 課題として感じるのは、さっきのお話しにもありましたが、どうしても単発的な実施の

印象が拭い切れないというふうに思っています。それでもやらないよりはすごくいいと思

います。そのため次のステップとして、単発的な実施ではない在り方というのは、どうあ

るべきなのかというのを、私たちとしてもちょっと考えたいというふうに思っています。

どうぞよろしくお願いします。 

【主任社会教育主事】  会長すみません、ここで地域教育支援部長が退席をさせていた

だきます。 

【地域教育支援部長】  退席させていただきます。 

（地域教育支援部長、所用のため退席） 

【横井委員】  横井でございます。今回御縁を頂戴いたしまして、こういった場に加わ

らせていただくことをありがたいと思っております。勉強しながらやっていきたいと思い

ます。よろしくお願いいたします。 

 私は、平成２１年から神奈川県内で、市町村立の小・中学校のスクールソーシャルワー

カーをしています。その前は、元々高齢者とか障害者が在宅で暮らすための福祉サービス

のコーディネートを、大きな組織に属してやっておりましたために、地域を歩き回るとい

うような生活をして参りました。 

 平成２７年から文科省のフリースクール等に関する検討会議の委員になりまして、不登

校の子供とか、フリースクールの在り方についての検討に加わらせていただいたというこ

とと、２８年度からは都立高校自立支援チームの研修プログラム委員ですとか、いじめ問

題対策委員会の委員等もさせていただく御縁を頂いています。 

 今年度からは、都立高校自立支援チームの統括スーパーバイザーとして活動させていた

だいています。専門は社会福祉になります。ずっと福祉の仕事に従事し、福祉を教える機

会を頂いて参りました。ソーシャルワーカーですので、地域に関しては住民の方のウエル

ビーイングですとか、持続可能な地域社会ですとか、市民参加といったようなことを考え

ながらやって参りました。 

 今、福祉の分野でも、地域ということがすごく前面に出てきています。２年ぐらい前に、

新福祉ビジョンというのを、厚労省の幹部の方たちが公表しましたけれども、その中でも

人材の在り方として、福祉で発想するのではなくて、地域で発想するというようなことを

言われています。 

 そういった視点の転換が福祉サイドでも迫られているし、教育も御存じのとおりです。
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いろいろな分野から、地域を一つのキーワードにして、いろいろな課題の解決に向けて、

様々な分野が統合していくのだなと。その中に「チーム学校」ですとか、コミュニティ・

スクール等の動きがあるのだというふうに捉えております。 

 お話を伺っていて、地域レベルでは、私どもの仕事の中で、例えば、片付けのなかなか

できない家庭という課題があったときに、地域の社会福祉協議会という福祉の機関ですけ

れども、そういったところに新しく配置されているコミュニティ・ソーシャルワーカーと

いうような職種の方と連携して生活課題の解決に当たっていく、組織的な動きをしていく

というような動きも出てきています。 

 そういった中で、学校と地域の連携や協働の在り方というのを考えさせていただくよう

なテーマなのだなと。非常に東京都の「公共」という概念が広いのだなと。今までスクー

ルソーシャルワーカーとして、スクールに軸足を置いて見てきたところを、ぐっと視野を

広げられたような思いがしています。 

 その中で、１点だけ今日申し上げておきたいと思うのは、人材育成の仕組みのことです。

やはり、福祉の方でも何かを推進するときには、人材育成の仕組みをつくっていくのが通

常となっております。例えば、今、お話を伺う中では、企業の企画担当者の方、コーディ

ネーターの方、あるいは地域のボランティアの方といった方に、先ほど「メリットを」と

いう会長のお言葉もありましたけれども、一つの「地域」というキーワードで価値観を示

していくような必要性があるのではないかと。少し体系的に人材育成を仕掛けていくよう

な視点もあるといいというような感想を持ちながら聞いておりました。 

 以上でございます。 

【小山田委員】  遅れまして、申し訳ございません。小山田佳代と申します。 

 私も今回御縁があって、こういった審議会に参加させていただきまして、学びながら御

一緒させていただけたらと思っております。 

 私も簡単に自己紹介ということでさせていただきますと、昨年度までは東京学芸大学の

中にＮＰＯ法人東京学芸大こども未来研究所という国立大学でも初めてＮＰＯが学芸大に

立ち上がったという組織で、地域の教育支援の人材を育成する、育成の仕組みというお話

もありましたが、東京都の中でも、いろいろな区、市とタイアップさせていただきまして、

主に地域のボランティアの育成講座というのを、学芸大学の先生方と御一緒にやってきた

ということがございます。 

 その中でも、学校支援とか、放課後子供教室に参加する人々の講座ということで、実際
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にそういう方々とも触れ合ったり、現場も見学させていただいたりということもやってお

ります。地域の方々には、学校の先生方のフォローというか、支援とか何か力になりたい

というふうに思っていらっしゃる方がたくさんいらっしゃるというのはすごく感じます。 

 先ほどマッチングの話もありましたが、私どももいろいろな講座をやって、皆さん学ば

れるのですが、実際、じゃあ、どうやって学校の中でサポートできるかということになり

ますと、そういった仕組みづくりとか、学んだ方をどういうふうに学校の中に受け入れる

ようなことができるかとか、その辺りも学校側の大変お忙しい事情というのもありますし、

そこも一つ課題になると思っております。 

 今年度は何をやっているかと申しますと、学芸大学の中に、一般社団法人の教育支援人

材認証協会というものがございまして、こちらの協会の理事長は学芸大学の学長でいらっ

しゃいまして、副理事長が白梅学園大学の汐見学長でいらっしゃるんですけれども、実は、

全国１７大学と２機関がネットワークを組んで、地域の教育支援を、地域の子供は地域で

育てようということで、地域の教育力を高めていくようなことを、大学をハブにそれぞれ

の地域で展開しております。 

 実際には、地域の方や学生にも関わるのですが、そういったボランティアの方に、子供

を支援するための講座等、学んでいただく機会を作っております。ある一定の時間と領域

を学んだ方に認証を出すということを、その協会はやっておりまして、「こどもパートナー」

「こどもサポーター」というような名称でやっております。 

 そちらの方が、年間で１,０００人ぐらい受講していただいていまして、輩出しているん

ですけれども、やはり、どこの地域でも、学んで何か活動を始めたいのですが、実際には

学校の壁があって、どういうふうにすれば、せっかく学んで何か力になりたいという方を

生かしていけるのか。今、いろいろな事件とか、そういうこともあるので、安全管理もあ

りますし、そこをどう生かしていけるのかというのが、私自身の課題でもありますし、今

回のこういったネットワークづくりというところでは、学校や地域として、これから「チ

ーム学校」ということになりますと、そういった方々をどうやって生かしていけるのかと

いうふうに思っております。 

 実際に今、やっている事業の中で、一つ文科省から委託を受けていまして、実は、青少

年の体験活動奨励制度という事業をやっておりまして、今日もその委員会があって、文科

省の方がいらっしゃっていたので、すみません、そちらの会議が終わってから伺わせてい

ただいたのですが、その事業も小学生から大学生までで、いろいろな体験をやっていただ
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いて、ある一定の期間、一定のジャンルの体験活動をやっていただくと、文科省から修了

証が出るというような活動をやっております。 

 それが５年目になるのですが、それも地域の方々と非常に関わることがありまして、そ

こにもアドバイザーが必要ということになっていまして、それが地域の人だったり、学生

だったり、そういう人たちが子供たちをサポートして、修了するまで見ていくということ

をやっています。 

 そこでも、先ほどの人材育成というのもあるんですけれども、人材育成というのは私も

課題だと思っておりまして、私もかなりいろいろなコーディネーターとお会いしているよ

うな状況はあります。やはり、これからも新しい学校をつくっていくというところでは、

今までのコーディネーターではない、もちろん、常に学ばれていらっしゃるとは思うので

すが、先ほどもおっしゃいましたが、どういうふうにすれば連絡がうまくいくのかとか、

そういったようなことも一緒になって学んでいただいたり、そういった新しい人材の育成

という仕組みがあるとよいと思います。 

 あと、都立高校の自立支援プログラムの方も、実は、ちょっとＮＰＯのときに見学させ

ていただいておりまして、こちらも本当に精力的にＮＰＯの方々がやっていらっしゃって、

先ほど、堀部委員からもお話がありましたけれども、やはり単発では非常にもったいない

という部分も感じていまして、ある程度継続して、ある期間やっていって初めて成果が目

に見えるものだったりするということもあると思うので、そういった時間をどうやって確

保してやっていったらいいんだろうかとか、そういったことも、また、いろいろと皆様と

お話ができたらと思います。 

 あと一つは、大学生の活用というのも―地域の方は受け入れないけれども、大学生な

ら受け入れてくださるという学校が本当に多いのです。学生さんも、勉強を兼ねて地域に

出ていく、いろいろ勉強したいというのもありますので、どうやってうまくマッチングを

やっていけるかというところを、また、皆様と検討させていただけたらと思います。 

 以上です。 

【今野会長】  ありがとうございました。一通り皆様方から御意見をいただきました。

それぞれの持ち場での具体的なお話、非常に興味深く聞かせていただきました。 

 これから、次回以降、本格的な議論になっていきますけれども、是非いろいろな御経験、

考え方を積極的に御開陳いただければと思いながら聞いたところでございます。 

 それでは、大分時間が過ぎてきましたので、次の項目にいきたいと思います。 
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 今後の審議会の進め方に関しまして、事務局から説明をお願いいたします。 

【生涯学習課長】  委員の皆様、積極的な御発言、どうもありがとうございました。 

 本日は審議会の第１回目ということで、私どもから東京都におけます生涯学習・社会教

育の施策の説明をさせていただき、また、委員の皆様から、具体的なコメントをお話しい

ただきました。 

 第２回目と第３回目は、事務局から「教員の働き方改革」を支援するための方策、特に

部活動支援の方策について、委員の皆様方からの御意見を頂きたいと考えております。 

 次回は、現在日程調整を始めておりますが、８月下旬から９月上旬を考えております。

よろしくお願いいたします。 

【今野会長】  ありがとうございました。 

 委員の皆様には、お忙しいところお手数をお掛けしますけれども、よろしくお願いした

いと思います。 

 では、議題の二つ目「社会教育関係団体に対する補助金について」、事務局から説明をお

願いいたします。 

【生涯学習課長】  「社会教育関係団体に対する補助金について」でございますが、こ

の事業は、以前、社会教育関係団体に広く補助金を交付してございましたが、平成１６年

からは、学校・家庭・地域の連携に重要な役割を果たしますＰＴＡの重要性に鑑みまして、

都内全域又は広域にわたって活動するＰＴＡ連合体に対象を特化しております。その補助

金交付要綱が資料８でございます。 

 会議の冒頭、審議会に関する説明でも触れましたけれども、地方公共団体が社会教育関

係団体に補助金を支出する場合には、社会教育法上、社会教育委員の会議の意見を聴くこ

ととなっております。社会教育委員を置かない場合には代替の審議会等の意見を聴くこと

となっております。 

 東京都では、平成２６年３月３１日付けで東京都社会教育委員条例を廃止いたしまして、

東京都生涯学習審議会と統合いたしましたことから、社会教育関係団体に関する補助金の

交付について、この審議会の所掌事項に位置付けております。 

 つきましては、社会教育やＰＴＡ活動に詳しい委員の方々により補助金部会を設置して、

御意見をいただきたいと考えております。 

 また、補助金交付の事務手続の関係上、この審議会修了後に補助金部会を開催させてい

ただきたいと存じます。 
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 説明は以上でございます。 

【今野会長】  今、事務局から説明があり、補助金部会設置の提案がありましたが、具

体的な委員の案を事務局はお持ちですか。 

【生涯学習課長】  それでは、恐縮ですけれども、事務局案を御提案させていただきま

す。 

 メンバーといたしまして、今野会長、小山田委員、蟇田委員、以上３名の委員の方を御

提案させていただきます。また、補助金部会長につきましては、今野会長にお願いできれ

ばと考えております。よろしくお願いいたします。 

【今野会長】  今、事務局から補助金部会の設置と委員案の提案がありました。いかが

でしょうか。 

（拍手） 

【今野会長】  ありがとうございます。 

 では、３名の委員の皆様には、よろしくお願いいたします。 

 それでは、今日の議事は全て終了いたしましたが、事務局から連絡等はございますか。 

【生涯学習課長】  本日はありがとうございました。 

 次回につきましては、先ほど申し上げましたとおり、８月下旬から９月上旬を考えてご

ざいます。早急に日程調整させていただきまして、御案内いたしたいと存じます。どうぞ

よろしくお願いいたします。 

 以上でございます。 

【今野会長】  本日は、初回ということもあり、盛りだくさんで、委員の皆様の発言の

十分な時間が取れませんでした。次回は、事務局とも相談して、皆さんが発言できるよう

にして議論を深めていきたいと考えております。次回以降もどうぞよろしくお願いいたし

ます。 

 以上をもちまして、本日の審議会、第１回目を終わらせていただきます。どうもありが

とうございました。 

閉会：午後４時２１分 


